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区分 対象市 提携年月日 経過

1 姉妹都市
グレシャム市
（人口105,594人
<平成22年>）

昭和52年5月20日

　昭和50年5月に札幌市の姉妹都市ポートランドで通訳として
活躍していたグレシャム市在住のヘンリー加藤氏が札幌市を
訪問した際に江別市を視察し、大都市に隣接していること、大
きな川が流れていることなど、江別市がグレシャム市と環境が
多くの点で似ていることから姉妹都市候補として適していると
考えた。
　その後、多くの市民による調査や訪問を行い、提携に向けた
準備が進められた。
　江別開基100年を迎える１年前の昭和52年5月20日、グレ
シャム市長を江別に迎え、姉妹都市提携を交わした。
＜企画政策部秘書課より＞

2 友好都市
土佐市

（人口：28,866人
<平成24年3月>）

昭和53年7月15日

　昭和53年に市制20周年を迎える土佐市において、これを記
念して友好都市提携の気運が起き、提携対象として、①人口
10万人以内で、②市制施行20年を経過し、③かつ、産業その
他で土佐市と異なる都市、を全国から数か所選定し、江別市
が候補になった。理由として、Ａ）南国の土佐市に対し、北国都
市であること、Ｂ）市制施行時の人口が、土佐（当時約30,700
人）、江別ともほぼ同じであること、Ｃ）その後の江別の発展の
過程を参考にしたい、などがあった。
　昭和53年3月開催の江別市議会において、「友好都市の締
結について」が議決され、江別開基100年記念式典の前日に
市民会館において友好都市提携を交わした。＜『えべつ昭和
史』より＞
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事業名 事業費
総事業費

（人件費込）
事業内容

　江別市とグレシャム市との姉妹都市、江別市と土佐市との友
好都市提携に伴い、両市間における教育・文化・産業・経済等
の交流を図るための諸事業を推進し、相互の友好親善に寄与
することを目的として設立された。
主な事業 ①高校生のグレシャム市相互交流
②国際交流イベントなどへの参加および協力
③姉妹都市と友好都市の市民などへのPR　等

【事業を取り巻く状況】
　例年、グレシャム市への派遣を希望する高校生が多いことか
ら、経費の見直しとグレシャム市側との調整等により、平成17
年度から派遣者数を2名から3名に増員したほか、平成18年度
からは受入人数も2名から3名に増やしている。なお、平成19
年度にはグレシャム市との姉妹都市提携30周年を迎えたこと
により、市長ほか市関係者と市民からなる訪問団がグレシャ
ム市を訪問し歓迎された。また、平成20年度には土佐市と友
好都市提携が30周年を迎えたため、相互訪問をはじめとした
記念事業を実施し、交流を深めた。
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江別市都市
提携委員会
事務局運営
事務

平22実績：
0円

平22実績：
241.8万円

　江別市都市提携委員会の運営

平22実績：
40万円

平22実績：
80.3万円

※「姉妹都市」、「友好都市」について：姉妹都市（友好都市）を規定する国際的な統一基準はなく、日本国内でもこれを定めた国内法がある
わけではありません。①.両首長による提携書があること、②.交流分野が特定のものに限られないこと、③.交流するに当たって、何らかの予
算措置が必要になるものと考えられることから、議会の承認を得ていること、が挙げられます。「兄弟都市」、「双子都市」、「パートナー都市」
と呼ぶこともあります。
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江別市都市
提携委員会
補助金
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事業名 事業費
総事業費

（人件費込）
事業内容

　公益社団法人北海道国際交流・協力総合センターの年会費

【事業を取り巻く状況】
　平成18年度に江別市国際交流推進協議会が記念誌を発行
した際に当センターから助成を受けるなど、地域の国際交流
団体等が事業に取り組む際にも役立っている。
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国際交流・国
際理解支援
推進事業（庶
務的事項）

平22実績：
0円

平22実績：
322.4万円

　国際交流事業と国際理解事業に係る庶務的事項の処理

　次代を担う中学生に、姉妹都市交流を通じ、自国と相手国の
文化や歴史に対する理解を深め、国際社会に通用する豊かな
国際感覚を身に付け、国際的視野の醸成と言語をはじめとす
る日常生活を含んだ異文化理解を深めること、派遣教諭の授
業による相互の文化の紹介と理解、体験入学による同世代交
流を図り、国際交流についての知識や経験を深めながら、国
際問題に対する理解を高める。

【事業を取り巻く状況】
　一時中断した交流も平成17年度からの訪問再開を機に派遣
並びに負担等を見直し、相互交流を実施。平成22年度までに
78名を派遣し、102名の受入れを行っている。

219.7万円 1,033.8万円

北海道国際
交流・協力総
合センター負
担金

平22実績：
2万円

平22実績：
10.1万円
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合　　　計

5
中学生国際
交流事業

平22実績：
177.7万円

平22実績：
379.2万円
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